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Synopsis:The mid-story isolation systems were analyzed by setting the parameters on the mass ratio 
upper structure to lower， the damping ratio， the yield strength and the position of isolated story. In this 
study， first the earthquake response of two mass systems substituted for fifteen storied-bui1dings was 
analyzed， and then the frequency transfer function of the mid-story isolation system was led as a solu­
tion of the Difference Equation and the earthquake response of fifteen mass systems was caJculated to 
examine the earthquake control performance. From this study， it was recognized that the analysis of 
two mass systems is useful enough for grasping the earthquake behavior of multi-mass systems. Tak­
ing account of relevant structural parameters caJculated in this study， the earthquake response perfor­
mances of the mid-story isolation systems were improved such as that of the base isolation systems. 
Key words: Mid-Story Isolation， Frequency Transfer Function， Mass Ratio， Damping Ratio， 
Yield Strength 
97 
明治大学 科学技術研究所紀要 V01. 39 N o. (12) 
1. はじめに
兵庫県南部地震以降、 建物の構造耐力と機能の保持、 ま
た電子計算機、 OA機器、 通信機器等の保護の重要性から免
震構造がクローズアップされている。 これまで、 免震構造
とは一般に基礎免震構造を意味したが、 近年特に、 中間層
部分に免震層を配置した中間層免震建物が注目されてい
る。 中間層に免震層を配置した建物では、 地表面と建物と
の接続に制約がなく、 立体的に区分された各用途に応じて
異なった構造形式の採用が可能となり、 建築計画の自由度
を増すことが期待でき る。 また、 中間層に免震層を配する
ことにより免震層上部構造の地震応答のみを低減するだけ
ではなく、 下部構造を含めた建物全体の地震応答を低減し、
建物全体にわたって耐震性能の向上が期待される。 他にも、
中間層に免震層を配することにより、 既存建物の耐震改修
における免震構法の採用1)，2) を容易にするなど、 中間層免
震構造は、 レトロフイツドの面からも注目されている。
これまでの中間層免震構造の地震応答研究では、 免震層
挿入位置、 免震層の減衰量および上・下構造部の質量比な
どの各パラメータの 影響について個別的な検討がなされて
いるに過ぎない3)，4)，5)。 したがって、 免震層の減衰量と質量
比の相互の関係が応答に及ぼす影響などについての総合的
研究は十分には行われておらず、 また中間層免震建物の設
計例6) も少なく、 その振動性状は十分に把握されていない
のが現状 である。
2.中間層免震構造の周波数伝達関数
本研究では、 中間層免震建物の上・下構造部の質量比、免
震層の減衰量及び免震層位置をパラメーターとして解析を
行うことにより、 中間層免震建物の振動特性、 地震応答性
状を把握し、 有効な免震効果を保証する構造パラメーター
を評価することを目的とする。 また、15 質点系モデルから
2 質点系に置換することの妥当性についての検証も併せて
行った。
具体的な研究内容としては、 都市に一般的で、 かつ耐震
改修において問題の多い15層の建物を2質点系モデルに置
き換え、 上・下構造部の質量比、 免震層の減衰量及び免震
層位置をパラメーターとして解析を行い、その振動特性、ま
た有効な免震効果を与える構造パラメーターを把握した。
さらに、 この2質点系モデルの解析結果を踏まえて 15質点
系モデルによる解析を行い、 振動特性、 地震応答性状を把
握し、 耐震建物としての中間層免震構造の有効性を検証し
た。
免震層のダンパーとしては、 オイルダンパーに代表され
る粘性型、 鋼材等の復元力特性による履歴型の 2種類を取
り上げた。 粘性型減衰のモデルにおいては、 周波数伝達関
数の理論解7)，8) を用いた周波数解析により地震応答を算出
し、 履歴型減衰のモデルにおいては、 数値積分法による時
刻歴応答解析により地震応答を算出した。 建物の系全体と
しては、 せん断型フレームとして解析を行い、-対象とする
地震動波は、 Bα-L2 (日本建築センタ一波レベル 2 地震動
波;最大速度57.4kine)を用いた。
2. 1 2質点系モデルの周波数伝達関数 ~ 上部構造部の減衰型;粘性減衰~
図1に示す上・下構造部の減衰型が粘性型の場合のせん断型2質点系モデルについて運動方程式を定め、 周波数伝達関数を
理論解として誘導する。
(2層)
Xn 各層の相対変位
Xn 各層の絶対変位
Xo 地動変位
(上部構造部)
mu:質量 ku:水平剛性
Cu :粘性減衰係数
2，h 
C/J YIJ・kIJ �klJ 
ωu 
1hu :上部構造部1次減衰定数
lωu 上部構造部1次円振動数
(下部構造部)
m/.質量 k/ :水平剛性
C/ 粘性減衰係数
2，h ， 
C， y，・k， = ....!.一!k，
Iωl 
1h/ :下部構造部1次減衰定数
1ω'/ :下部構造部I次円振動数
図 2質点系モデル
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-運動方程式
上図に示した 2 質点系モデルにおいて地動加速度Xoが作用した場合の運動方程式は次のようになる。
mu王2+cu(X2-Xj)+ku(X2-Xj)= -m，，xO 
m�j-cu(X2-Xj) + C〆j-ku(x2-xj)+ k，xj 一ml王。
中間層免震建物の振動特性と地震応答性状
n 2 ) 1 ( 
n 1 
-絶対加速度伝達関数
式付) を絶対変位(ι=xn + XO) を用いて表し 上・ 下構造各構造部の減衰をCu 九九， C/ = Y/ いし ωu= I主 ω/= fk/ ， "， mu "， ml 
(2) 
ku=λk/ ' Y/ = Y， YU =μyを代入する。
X2+μyω:(X2-Xj)+ω:(XrXj) = 0 
・ ・ 2 ・ "2 Xj-μyλω，j(X2-Xj) + Yωj(Xj -xo) ーλωi(X2-Xj)+ω'ï(Xj-xo) = 0 
n = 2 
の運動方程式に代入しこれを式 (2)
n 1 
ここで、fozdωrとして 、n= 2，1 における加速度伝達関数をそれぞれtF22'lHfIとし、
整理すると
(3) 
(ω
2
-a)F22+aFtI=O 
bfix2 + (ω
2-b-c)FSI+C =O 
a (iμyω+1)ω:，b =λ(iJ-tYω+1)ωf，C =(iyω+1)ωf 
において絶対加速度伝達関数 fix，'#.主，について解くと 以下のようになる。
<2> 層 (上部構造部)
n 2 
n 1 
ここで
式 (3)
fiÿ_ -，
ac ヲ
"2 ω'" -b -c)(ω，"'-a)-ab 
<1 > 層 ( 下部構造部)
c(ω，2 -a) 
(ω，2-b-c)(ω
2
-a)-ab 
ここで、 a (iJ-tYω+1)ω:，b =λ(iJ-tYω+1)ωf，c =(iyω+1)ωf 
.居間変位伝達関数
式 (}) を層間変位(Y2= x2-xpYj = X]) を用いて表し、 上・ 下構造各構造部の減衰をCu= Yu.ku' c， = Y，・k/
ほ fk ，とし、ω = ドコL，叫= 戸，kll =λkpη=お じ=μyを代入する。
" 刊mu "，m， 
(4) 
(5) 一 ­/"x1 
( 6) 
σJ + h) +μyωシ2+ω:Y2=ー.xo
2 2 
ÿjーμyλωjÝ2+ YωjÝrλω'Y2 + W/Yj -xO 
n 2 
n 1 
ここで、 fo=ezωtとして、n 2，1 における速度伝達関数をそれぞれfiy2' ，HY1とし、 これを式 ( 6) の運動方程式に代 入し、 2
層から1 層を減じを新たに 2 層の式、1 層から 0 を減じた式を新たに1層の式とすると、
(ω2-(a+b))JfY2+cFY2=O 
bfiY2 + (ω
2
-c)141-1=0 
式 (7) において層間変位伝達関数 fiYi #Y1
について解くと 以下のようになる。
(7) 
n 2 
n 1 
<2> 層 (上部構造部)
(8) 
(9 ) 
(ω2_(a+b))(ω，2 -c) -bc 
< 1 > 層 ( 下部構造部)
ω?-(a+b)) 一 ー
Y1 (ω2_(a+b))(ω，2 -c)ーbc)
ここで、a ω:(iμyω+1)， b =λωt(仰
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2. 2 2質点系モデルの周波数伝達関数 ~ 上部構造部の減衰型 ; 履歴減衰~
上部構造の粘性減衰を無視し、剛性んを複素ばね(kD+ ikD') に置換することで粘性減衰の場合と同様に求めることができる。
.絶対加速度伝達関数
<2>町一ロー
，f!ÿ‘ = ヲ
acヲ
( (ω"-b-c)(ω"-a) -ab) 
<1>層(下部構造部 )
Hι ー c(ω
2
-a) -
"1 (ω�-b-c)(ω� -a) -ab) 
(kD + ikD') L cp(kD + ikD') 」 こで、a 一一一一一，b 一一一一一一 ， c ω;(iyω+ 1)，ψ " mu mu ml 
(10 ) 
) 噌ta噌E且，，，‘、
，f!y， ー ヲ
C
今
一 (ω&ー(a+b))(ωL _ c)ーbc
<1>層(下部構造部 )
r.J ω
2ー(a + b)) 一 一r-Yl ω2ー(a+b))(ω2-c) -bc 
明 (kD + ikD') L qロ(kD + ikD') _ . 2 " . m L.. L..で、a =一一一一一一 ， b 一一一一一一，c ω'Î (iyω+1) ゅ "'Um" mu ml 
(12 )1 
(13)1 
2.3 中間層免震構造の周波数伝達関数 ~ 免震構造部の ダンパーによ る減表機構 ; 粘性型~
図2 に示すような、 免震層が粘性型減衰のせん断型多 質点系モデルについて、 周波数伝達関数を理論解として誘導する。
(m 層 ) 巳二コ Xm I *1'1 J..ti: '..... .n-I'1\ 
1 片汀1 msu し!く <>1 l 【(上部構造部
同
κsu出msu [!て Xmfm 、fdiyzz iksur� T 心 i s :内部粘性減衰係数 i 
msu l t Jm f戸r え =Ysu ksu i 
Xi 
Xi+1 (戸( “一2ん i
fsu ー一一一
1ωsu 
<i+ 1 層 )
(p層 )
(P-1 層 )
ks1 
(p-2 層)
ks1 
<J+1 層 ) 長 --，--- Imsl 
ks1 
O層 ) | 一一一一=lmsl
(i層 )
Xn :各層の相対変位， Xn:各層の絶対変位， Xo:地動変位
;(免震構造部)
; mD:質量
kD:剛性
CD:内部粘性減衰係数
CD = YD' kD 21hD - ---I SU _r.予1U.1D 
(下部構造部)
msl:質量
ks1:剛性
csl :内部粘性減衰係数
Csl = Ysl' ksl 
2.h_. 
Ysl =→→
-
1 U.lsl 
(P+1 層 )
図2 中間層免震モデル
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-運動方程式
上図に示した中間層 免震構造に地動加速度￡。が作用した場合，相対変位系での運動方程式は次式となる。
n m mSlIxm +CsI，(.Xm-Xm_l) +kslI(Xm-Xm_l) -mSl/x。
p+1sn <m mSI/Xn-Csl/(Xn+lーXn)+ CSI/(Xn -Xn -1) -ksl/(xn + 1 -XII) + kSI/(xlI -XII-1) -msl，x。
n = P mrJp-csu(Xp+1ーら)+CD(Xp-Xp_l)-ksl/(Xp+l-Xp)+kD(xp-Xp_1) = -mrJO 
n =p -1 ms(ip-l-CD(止p -Xp_1 ) + Cs/(Xp_l-Xp_2)-kD(Xp -Xp_1) + ks/(Xp_1-Xp_2) = -ms(io 
1 < n sp -2 ms(in -cs/(xn + l-xn) + cs/(xn -Xn -1) -ks/(xn + 1 -Xn) + ks/xlI -xn -1) -ms/xO 
n 1 ms戸l-cs/(X2-Xl)+cs/Xl-ks/(X2-Xl)+ks/Xl= -ms/xo 
-絶対加速度伝達関数
(14) 
式 (14) に上部構造部、 免震構造部、 下部構造部の各構造部の減衰系において、 次に示すような剛性比例型として
Csu引印1/ Ys剖SI/
IL. Ik" IL 
l Y一….su 吋‘D 'V "'s/
Ysl=Y'Ysu=μY， YD = vYを代入する
' ・
n m Xm+μyω';I/(Xm-Xm - 1) +ω;l/(Xm -x，ト1)= 0 
p+1sn <m 
n = p 
n = p-1 
1 <nsp-2 
n 1 
今 ・ ・ 2 ・ ・ 2 
Xn-μyω;u(%n + 1 -%n) +μyω';u(Xn -Xn -1)ーω';u(Xn+ 1 -Xn) +ω';u(Xn -Xn-1) = 0 
2 ，，"， ，"， 2 ￡
為p μ Y閉ρω4L ( ￡4p + I -k4p )μ+v叩Y仰F必伯ω L白 v似J
2 ，，"， ，"， 2 Xp-1-vyλω;/(Xp -Xp_1) + Yω，;/(Xp _1-Xp -2)ー λω，;/(Xp-Xp_1)+ω，;/(ろ-1一 ろ-2) = 0 
2 ・ ・ 2 
Xn-yω>;/(Xn + l-Xn) + Yω;/(Xn -Xn -1)ーω;/(Xn+ 1-Xn) +ω，;/(Xn-Xn_1) = 0 
21-dl(あーあ)+ydl(11ーら)-dρ2-X1)+ω:l(XI-xo)=O
(と=刈
(15) 
ここでJo =ezωとして、P+!sßsffi，ß p，!sßsP ーlにおける加速度伝達関数をそれぞ、れsJfn
' DHfn'JEnとし、これ
を 式 (15) の運動方程式に代入すると以下のようになる。
n m 
p+2sn <m 
n = p + 1 
n = p 
n = p -1 
1 <nsp -2 
n 1 
(ω
2
-a)suHfm+asJ2m- J=O 
asJfM J+(ω
2
-2a)sJ2n+aJtn- J=o 
aJZp d+(ω
2 
-20)s/I.ん
J
+aDHL = O
bMHSFu+(ω
2 
-b -C)rJIぁ+CsFLf O 
dDHL+(ω
2-d-e)sFL-f eJL-2 z O 
esFfnH+(ω
2_2e)sll丸+EsFKT4zO
eSllX2 + (ω2-2e)sF22+e zO 
(16) 
2， . 2， " 2 ここで、o=ω';u(iμyω+l)，b=pωõ(iμyω+ 1 )， C ω'õ(ivyω+ 1)， d =λω';/(ivyω+ 1) ， e ω';/(iyω+ 1) 
式 (16) において絶対加速度伝達関数を解くと
<p+1> '"'-' <m>層 (上部構造部)
SIßXム suC1 " SI.〆 一旬+l )+suC2 ・ Sur-n
<p>層 ( 免震構造部)
dlxp 会(EsuC1+んら)
<1> '"'-' <p-1>層 (下部構造部)
ここで、
s/Hx• = s/C1 ・ sl，
-1
+ sP2" s/ßト
1)-n
uß (ーω
2 - 2a)+
a
♂コニ2， 。-一(ω，2-2e) +F三二2ー …ー
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(17) 
(18) 
(19) 
No.(12) 
r eA(GL-KH) su�2 - ((CL -DK)(BE -AF)一(CH-DG)(
r e(G(BI -AJ) -K(BE -AF)) s/�2一 、. -ー - -‘ a 一 一‘ ' 一ー 一 ー
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eB(GL -KH) 
((CL -DK)(BE -AF)一(CH-DG)(B/�AJ))， 
e(H(BI -AJ)-L(BE -AF)) 
((BI -AJ)(CH -DG)ー(BE-AF)(CL-DK)) ， 
明治大学
su'-"J -
C =es/ß+(ω
2 _ 2e) 
F d(as•，tf"-ω+ 2) + (ω
2-2a)sudn
-ω + 1)) 
1 = (ω2 -b -c)(asuß + (ω2-2a))-ab 
K acs〆
-2
s/�I -
A = (ω2-a)sudn
-p-l
+OsJ
pt-p-2， 
D =ESIr-3+(ω2-2E)SIr-2， E =d(asJ+(ω2 _ 2a))， 
G = a((ω2-d-e)sir-2+ESIr-3)， H=a((ω2 -d-e) + es/ß)， 
dll-(P+2) .I..2 "l_\ d"-(p+lh d"ー(P+ 1) J = (ω -b - c)(as.ß" \Y' �I + (ω ー 2a)s.ß" \Y " ') -absu 
oy s a + ) a 
吋4ω ( = RU 
L ac 
また、
e ωfl(iyω+1) d =入ω:l(ivyω+1)， 
-層間変位伝達関数
式(15)に層間変位Yn= Xn-xn_t(l SnSm)を用いて 表すと以下のようになる。
c ωL(ivyω+ 1)， b z P4(iμyω+ 1)， a ωL(iμyω+ 1)， 
msll(ÿI + ÿ2 +…+ÿp-I+ÿp+ÿp+I…+ ÿm-I + ÿm) + CSIlYIII + ksllYm -ms.，x'O 
msu(ÿI + ÿ2 +…+ÿp-I+ÿp+ÿp+I…+ÿm-I)ーcsuYm+ CSIIYm-I-ksIlYm + ksuYm-I -msuxO 
n m 
(20) 
msu(ÿI + ÿ2 +…+ÿp_I+ÿp+ÿp+I)-csuYp+2+csIlYp+I-ksuYp+2+ksuYp+I -ms�O 
mD(ÿI + ÿ2 +…+ÿp-I +ÿp)-CsuYp+l +CvYp-ksuYp+I +kDyp = -mDxO 
ms/(ÿI +わ+…+ÿp-I)ーcDYp+ Cs/Yp_l-kDYp + ks/Yp_I -ms/xO 
n = m-1 
n = p + 1 
n = p 
n = p-1 
ms/(ÿI +ÿ2)ーらが3+ Cs/Y2-ks/Y3+ks/Y2 -ms/xO 
ms/ÿlーらが2+cs/YI-ks/Y2+ks/Yl= -ms戸。
ここで、 上部構造部、 免震構造部、下部構造部の各構造部の減衰系において は剛性比例型として csu= Ysu 'ksu' CD YD 'kD， 
n = 2 
n 1 
(会=刈IL Ik n Ik.. Cs/ Ys/ 'ks /を採用 し式 (2 0)に ωSll デ， ωD=I P， ω 5 / = 伊，kD = ^"s/切ら= pkD 吋"・su fV'“D 吋"'51
Ys/ =日九u μY， YD = vYを代入すると以下のようになる。
2 . 2 
(ÿI+ÿ2+…+Yp-l+Yp+Yp+I…+ÿm-I+ÿm)+μyω'SIlYIII +ω'slIYm -xo 
2 . 2 
σ1 + ÿ2 +…+Yp-l+Yp+Yp+l…+ ÿm-I)ーμyω'suYm+μyω'suYIII-l-ω'suYm +ω';IIYm-I = -xo 
n m 
(21 ) 
2 . 2 . 2 
σ1 + ÿ2 +…+ÿp-I+ÿp+ÿp+I)ーμyωSIlYp + 2 +μyω'suYp+I-ω's"Yp + 2 +ω'suYp + 1 -XO 
2 . 2 . 
σ1 + ÿ2 +…+ ÿp-I + ÿp)一μYPωoYp+ 1 + VYω'DYp-PωDYp + 1 +ωÏ>Yp -XO 
2 . 2 (ÿI+ÿ2+…+ ÿp-I) -Vyλω's/Yp + Yω's/Yp-I-λω's/Yp +ω';/Yp-l = -xO 
n m-1 
n = p + 1 
n = p 
σI+Y2)-m?の+付めーω:内+ω:lY2 =- fo
2 . 2 . 2 2 
Yl-Yω's/Y2 + Yω's/YI-ω's/Y2 +ω's/YI -x。
n = p-1 
n = 2 
n 1 
ここで、xo eíwtとして 、p+I<nsm，n p，Isnsp-I における層間変位伝達関数をそれぞ‘れsr!lYn
vHYp' s/馬"とするとし、 n層から( n・1)層を減じた式を新たに n層の式とすると次式となる。
ただし、1層についてはOから減じるものとする。
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n m 
n = m-1 
n = p + 1 
/1 = P 
/1=p- 1 
/1 2 
n 1 
中間層免震建物の振動特性と地震応答性状
(ω2-20)JyJOsAm-I=o 
aszl{Ym + (ω2 _ 2a)sJちm-l+asJ!Ym_' 0 
as九'p+] + (ω2_a_b)品ぃ+CDHyp=0
bs�'p+ 1 + (ω2-c-d)AJJ eJif±O 
ddfyp + (ω2 _ 2e)S/!yp_l + e s/!)ぃ= 0 
esf!Y3 + (ω2 _ 2e)s月']+九月 o
esf!y] +(ω2 _ e)s凡-1 = 0 
(22) 
2 ，. 2 ，. 2 ここで、α = ρ叩(iμyω+ 1)， b = ρω'iÞμyω+l)，c = ω'ÍÞVyω+ 1) ， d =λω';i ivyω + 1)， e =ω;Pyω+1) 
式(22)において層間変位伝達関数を解くと
くp+1> ----- <117>層(上部構造部)
AFJsuCI-J-(
P+~sめ-J
-pz
くp>層(免震構造部)
rJ!yp =古(EsuC1+ FsuC2) 
<1> -----くp-1>層(下部構造部)
s/!Xn = s，cl' s〆-I+sF2
・sf-I)-n
ここで、
uß =ー(ω
2-2a) :FZ2 n - d-2e) T Z73一 山一
r _ B(GL-HI<.1 r _ 
(23) 
(24) 
(25) 
A(GL-HK) suし1 - (CL -DI<.1(BEーべF)ー(CH-DG)(BI -AJ) ' su'-'2 -
r _ H，(BI -AJ) -L(BE -AF r _ 
(CL-DI<.1(BE-A町一(CH-DG)(BI -A.J) 
G(BI -AJ) -K(BE -AF) s J'-'1 (CH -DG)(BI -AJ)一(BE-AF)(CL-DK)' sJ'-'2 (CH -DG)(BI -A.J)一(BE-AF)(仁'L-DK) 
A = (ω〆2_2a吋)sjJ"ト一(p + 1η) + as剖suß
D = e勺s〆-3 + (ω〆2→e吋)s〆〆-て E=d仰(μσsuß+ (〆ω〆2一σト一-b的削)片)， F=d(asjJ"-(P+2)+(ω2 -a-b)sjJ'ト(p+ 1)) 
G = c((ω2-2e)J-2+es〆-3)， H=c((ω2-2e)+eslm， I=(ω，2 -c-d)(asß+ (ω24-b))-bc 
J = (ω2 -c-d)(asjJ"-ω+ 2) + (ω2-a-b)Jt中+I))-bcsf-(P+I)， K=ces〆 2 L = ce 
また、
2 ， . 2 . . • 2 a ω;uCiμyω+ 1)， b =ρω'ñ(iμyω+ 1)， c =ωÏÞVY，ω+ 1)， d =λω;!.ivy，ω+ 1)， e =ω' ;，(iyω + 1) 
2.4 中間層免震構造の周波数伝達関数 ~免震構造部のダンパーによる減衰機構.雇歴型~
免震構造部の粘性減衰を無視し、岡IJ性kDを複素ぱね定数KD+iKD'に置換することで粘性型と同様に誘導することができる0
.絶対加速度伝達関数
くp+1> -----くm>層(上部構造部)
訓凡 suCl . s.ßト(p+ 
1) + suら.s/'-n
くp>層(免震構造部)
♂均fιp 古古(σEι九s卯ιu
くlか> ----- <p-1か〉層(下部構造部)
s!f5t" =品s〆
-I+めJP-I)-n
(26) 
(27) 
(28) 
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ここで
J一
一(ω2-20)fZ2 n - d-2e) fZ2 一 山一
盟主且2)
suCl eB(GL一km ， C = EA(GL 
-KH) 
((CL -DK)(BE -A円ー(CH-DG)(BI-A.J))' su'"'2 - ((CL-DK)(BE-A町一(CH-DG)(BI -A.乃)
s-f:l E (H(
BI -A.J)-L(BE -AF) 1" _ e(G(BI -A.J) -K(BE -AF)) 一 ー - - 一 一 一 一 ;::::\ 's-f:2 IID1 ー 一 ー ー ー
B = (ω2 -a) + aslIß， C = es1ß+ (ω2 -2e) A = (ω2-a)Jg十l+oJZ十2
D = e九s〆-3+ (ω〆2一-2μ均e吋) F=d(GSur-(p+2)+(ω2 -2a)sllrJ'ト(p + 1)) 
1 = (ω2-b-c)(asuß+(ω2-20))-oh G = a叫(α(ω〆2一 d-e吋)s〆-2九+e九s〆一3う)， H=a((ω2 -d-e) + esρ) ， 
J = (ω2_bー仰 K=ocJ 2， 
また、
L ac 
- � /. ) 一生三日d一例KD+iKD') a ω';uCiμyω+ 1)， b =ρ(ùjþμyω+ 1)， c 一 . e nlD nlD 
フm"(ù;I(iyω+ 1)グ=デI1I-S/ 
-層間変位伝達関数
くp+l> �くm>層(上部構造部)
円 円 dl-(P + 1) ， r" JIト11
sJ1xn 却しI・suP 十却し2 ・ suP
<p >層(免震構造部)
rA，p 古(EsuC1+ FsuC2) 
<1> �くp・1>層(下部構造部)
sFfn=sFI J
z-I+sF2・s{fp-l)-II
ここで
J一一(ω，2-2a) +広万二2n一 一(ω2_2e)+♂コニ2， slP - 2e 
r _ Bi(GL-H.め r
(29) 
(30) 
(31 ) 
坐旦二.!!!!lsu"j - (CL-D，め(ßE-A乃ー(CH-Dの(ßI-A刀t suV2 一 (CL-DK)(ßE-A乃一(CH-Dの(ßI-A乃
r _ HtßI-A乃- L(ßE-A丹 r _ C'(ßI-A刀-K(ßEー』丹s1" j - I ru f)r.〆DT A7\ IDD 日I/"T TH/\' 81"-'2 (CH-D町(ßI-A乃ー(ßE-AF)( CL-DK) 
A = (ω2-20)sjg-ω+I)+Gsurz-ω+ 2) B = (ω2-2a)+asuß， C = es/.β+(ω2 -e) 
D es〆-3+ (ω2 _ e)s〆-2 E=d(asuß+(ω2 -a-b))， F = d(asufJ'ト(p+2) + (ω2-a-b)Jg-(P+I)) 
G = c((ω2 _ 2e)s〆-2+es〆-3)， H = c((ω2-2e)+eslß)， 1 = (ω，2 -c-d)(asuß+ (ω2-G-b))-bc 
J = (ω2-c-d)(Gsf-伊2)+ (ω2 _ a _ b)SUrJ" -
(P + 1)) -bcsJl'ト(p+ 1) K = ces〆-2 L = ce 
また、
- 2 - (KD+ikD')，d - ψ(KD + iKD') a 九(iμyω+1)，b =ρω'ÏÞμy(ù + 1)， c 一 一一一 一 ， e 叫l(iyω+1)，rp=竺m" m "'$/ 
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3. 2質点系モデルの地震応答解析
3 .1 上部構造部の減衰型が粘性型の場合
免震構造部減衰型に粘性型を想定し、 減衰定数、 質量比
および免震層挿入位置をパラメータとして解析を行う。
3.1 .1 解析モデル
15層建物を対象とし8，1α12層位置の免震化を想定したせ
ん断型フレームを2質点系に置換する。 入力地震動波は BCJ­
L2 (最大速度 57.4kine) を採用し、 2.1 で誘導した周波数伝
達関数を用いてフーリエ解析手法による地震応答解析を行
う。図3に BCJ-L2の加速度応答スペクトル(減衰定数 5%) 、
図4 にフーリエスペクトルを示す。2質点系への置換方法に
ついては 以下に示す。 ( 図 5参照)
1)下部構造の構造特性
15層建物の8，10 ，12層免震モデルの下部構造部の1次の有
効質量9) m/を用い、 その質量と下部構造部のみの 1次固有
周期の関係から剛性 k/を定める。 減衰は下部構造部の1 次
固有周期に対し、 臨界値の2%の剛性 比例型減衰を与える。
2)上部構造の構造特性
上部構造 (免震層を除く) は剛体として質量のみを設定
し、 質量muは下部構造部の質量比としてを与える。 剛性 ku
� 1200 
nu 
nunununununu nHvnHunHvnHunHM nHwnnuwphuaa守q'』 四国)ム工ふてd川純桂樹刷用足
今4L αB 
3AM一
ル
hW
7hI 
T
一ク
! 期 一 ぺ2
周
一
ス公ロ応度速品川Mqu 図
4 5 
は系 全体のI 次固有周期を3.0 秒に設定することにより、上
述の質量m/， muに対して側性 kuが決定される。 減衰は上部
構造部のl次固有周期に対し、 減衰定数huを与える。 これ
をパラメータとして変動させる。
1400 
【1200o 
� 1000 、\
58∞ 
雪6∞"" 
t; 400 Lム」
伝2∞
2 3 4 5 6 7 8 9 10 
FREQUENCY【cps】
図 4 フーリエスペクトル(BCJ-L2)
(2層)
ks u = 1000(t/cm) 
(免震層)
上部機造部 m u 
ms/I 
ms/子一一惨'下部構造部一一一'傷後童書m/
ms/川
ms/川
15質点系モデル 2質点系モデル
図5 2質点系への置倹
3 .1.2 2質点系モデルと15質点系モデルの固有値解析
2 質点系モデルと 15質点系モデルの対応関係を固有値解
析により示す。8，10，12層免震モデルの質量比μが0. 5，0. 75，1. 0
の場合の 2 質点系モデルと15質点系モデルの刺激関数と固
有周期を図6， 図7， 図8 にそれぞれ示す。 尚、 2 質点系の刺
激関数は、 下部は15質点系の下部構造部のみを取り出した
ときの 1次の等価高さの位置、 上部は免震層位置にプロッ
トした。 また、 15質点系モデルについては 4.1 .1 参照。
15 15 15 ー一・一目 2置点;fi・1次 14 14 l j 」 14 J 13 '" 13 13 
12 よ 12 よ 」2質点某・2次 12 
1 1  11 11 l 
15置点果・1次 10 10 10 i 9 9 11.1 L 15質点果・2次 B B 、ー でh ' 円、
15質点革・3次 1 、ど J 1 、ーョピ J、ち〆 u 
/"" 、\ノ 、 斗/ \\/ ..L/ \\J 
15置点果・4次 メ E、 L/ E プ十ー/乙/ L/ 、 l ケ A/ '/t/ 15質点果'5次
:〆Y ff p 
/' /' V/ 
-0.5 。 0.5 1.5 -0.5 。 0.5 1.5 -0.5 0.5 1.5 
μ= 0.5 μ= 0.75 μ=1.0 
質量比μ
15質点系固有周期。田) 2質点系固有周期(s目)
1次 2次 3次 下部構造部のみ I次 2次
0.5 3.0 0.77 0.28 0.8 3.0 0.79 l 0.75 3.0 0.76 0.34 0.8 3.0 。78
1.0 3.0 0.75 0.39 0.8 3.0 。77
図6 2 質点系および15質点系の刺激関数と固有周期 ( 8 層免震)
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15 15 
ーー・ 置点某 1次
uj 一一十Jさ
14一一一一 一ふ:主辛
14 
13- 13- 13 
2置点系・2次 12 12- 12 
11- 4十
15質点系 1次 10-
11 '1 � 10 
11 
10 
9 
-一 斗一寸ム一-- :、\ J〆
9 、d 'R'::-:ーチずー
咲子ミ
9 
15質点系・2次 U B 8 
-円7 
15置点系 3次 \、、
Lí' -1一一一---1-)(.
J \i二
rI I Þ 5 
15質点革・4次 Jγ " l ル| 4 ン f ノ 3 、1ち ペメン15質点系 S次 2 rp lふ(/
-0.5 。 0.5 1.5 -0.5 。 0.5 1.5 0.5 。 0.5 1.5 
μ= 0.5 μ=0.75 μ=1.0 
質量比μ
15質点系固有周何回c) 2質点系岡有j司 (sec) 
1次 2次 3次 下部 造部のみ 1次 2次
0.5 3.0 0.96 0.34 1.02 3.0 0.98 
0.75 3.0 0.92 0.34 1.02 3.0 0.97 
1.0 3.0 0.89 0.39 1.02 3.0 0.95 
図7 2質点系および15質点系の刺激関数と固有周期 (10 層免震)
ーー・ 質点;fi・1次
ー一ーー・ 2置点某 E次
ー」一一 15質点系・1次
←」ー 15質点革・2次
ー - r.- -
ー - �- -
- ->(- -
15質点某・3次
15質点某・4次
15質点某・5次
15 
14 
13 
12 
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10 
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2 
。
1. 
' 、
N / I\ /〆
i/\ 
.y \、/
/ 
111I 、 J ! 、 �/ 
k ..// 
f 
15 
14 」」 13 I 4 .l. r 12 反F \ 11 ち、l10 〆 X9 
8 i デ合 I 7 
6 U U 5 
4 U 、
3 ll?ZF 2 J 
。
1 � l」 14 
! � 13 i J | ム"12 キミ予〆 11 、 �てY
メ」 .J)，.， iど10 \ 〆1
I I 8 」 」
\叫| .Á 、J7 
ノ 6 " ノ
R ゴ J 5 
� 4 rr.I/ 
3 すす2一一一→
:，é' 
。
-0.5 。 0.5 1. 5 -0.5 。 日5 1.5 -1 -0.5 。 0.5 1.5 
μ=0. 5 μ=0.75 μ=1.0 
質量比μ
15質点系固有周期(sec) 2質点系閥有周期(田c)
1次 2次 3次 下部構造部のみ 1次 2次
0.5 3.0 1.11 0.41 1.23 3.0 1.17 
0.75 3.0 1.04 0.40 1.23 3.0 1.14 
1.0 3.0 0.97 0.40 1.23 3.0 1.10 
図8 2 質点系および15質点系の刺激関数と固有周期 (12 層免震)
図 6 ，図7 および 図 8 の固有値解析結果よ り 以下のことが
わかる。
-免震層上部は免震層が大きく変形する 1次モードが支
配的である。
'2次固有周期は下部構造部のみの1次固有周期にほぼ等
しい。
また、 15質点系モデルと 2 質点系モデルの対応関係を 以
下に示す。
， 2次固有周期は、 概ね対応している。
・2 質点系の刺激関数は、 下部は15質点系の下部構造部
のみを取 り出したときの1次の等価高さの位置、上部は
免震層位置の刺激関数に対応している。
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3 .1.3 地震応答解析
想定する8，10，12層免震モデルそれぞれに対し、質量比μ
を 0.5- 1.5，0.5-1.125， 0. 5-1.0、 減衰定数huを 6- 46%，6-34%， 
6 -30 % まで変動させた場合の下部構造部最大層間変位を図
9 に示す。
図よ り、 特に有効な質量比および減衰定数を与えること
によ り、 下部構造部の層間変位応答が十分に低減されるこ
とがわかる。 この有効な質量比および減衰定数、 またその
時の各応答値を表1 に示す。
このときの上部の最大層間変位Y2は、 充分に抑制されて
お り、 地震動エネルギーを適宜、 吸収させることを考える
と適当な応答値を示している。
中間層免震建物の振動特性と地震応答性状
上部構造部の減衰型が履歴型の揚合
免震層減表型に履歴型減衰を想定し、 ダンパー量α( ダ
ンパーの降伏耐力 /全体重量) 、 質量比および免震層挿入位
3.2.1 
置をパラメータとした解析を行う。
解析モデル
3.2 
μ=0.625 
『会ーμ=0.875
-・ーμ=1.125 
-今らーμ= 1.375 
14 
戸� 13 
E u 
(I.l 回同
白
1 5層建物を対象とし8，1α12層位置の免震化を想定したせ
ん断型フレームを2質点系に置換する。 入力地震動波はBCJ­
L2 ( 最大速度 57. 4 kine) を採用し、 数値積分法による時刻歴
111 
地震応答解析を行う。 数値積分法については、Newmar kの
β法のß = 1/4 とする平均加速度法を用いる。 2質点系へ
50 45 40 30 35 
hu (%) 
10 15 20 25 
8層免震モデル の置換方法については 以下に示す。 ( 図10 参照)
1)下部構造の構造特性
粘性型のときと同様とする。 3. 1.1の1)を参照。
2)上部構造の構造特性
上部構造 ( 免震層を除く) は剛体として質量のみを設定
し、 質量muは下部構造部の質量比としてを与える。 免震層
の復元力特性としてアイソレータの剛性kuは 全体周期を3
19 
l7 
弓3
{EU}由同白
秒に設定することにより上述の質量m/o muに対して決定さ
れ、 ダンパーは 完全弾塑性型に設定し、 全体でNor mal Bi-
11 
linear 型の復元力特性を有するものとする。 ( 図11 参照)
20 25 
hu (%) 
9 
7 5 3.2.2 地震応答解析
各層免震モデルに対し、 質量比 μ を 0 .125 '" 1.0 まで与
える。 各モデルにおいて、ダンパー量αを0 .2'"ス0 %まで
変動させた場合のベースシヤ係数CBを図12 に示す。 ベー
スシヤ係数CBは各免震層位置において特に質量比がα 3 7 5
以上で、 応答値が 比較的安定するαの範囲が存在する。 こ
の範囲を 以ってαの適正域とする。 この適正域における質
量比0.3 7 5 以上の各層の最大応答値の範囲を表 2 に示す。 こ
のときの上部の最大層間変位Y2は、充分に抑制されており、
地震動エネルギーを適宜、 吸収させることを考えると適当
な応答値を示している。
35 30 
10層免震モデル
15 
14 
{gu]ぬ同白
13 
12 
30 25 20 
hu (%) 
10 15 
12層免震モデル
図10 2質点系への置換
下部構造部 最大応答層間変位図9
表1
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!i; i層最大応答加速度Yi ; i層愚大応答層間変位
CB;ベースシヤ係数
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0 
ー・』μ=0.125 ー企Fμ=0.25
4令ーIl =0.375 会ーIl=0.5 
-土ーμ=0.625 -+-ll=0.75 
|品川875 -x- Il = 1.0 
o 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.0 
0.9 
8層免震モデル α 
0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.0 
10層免震モデル α 
0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.0 
12層免震モデル α 
Yi ; 1層愚 大応答層間変位 li; i層最大応答加速度
CB;ベースシヤ係数
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4. 15質点系モデルの地震応答解析
4. 1 上部構造部の減衰型が粘性型の場合
2 質点系解析と同様に免震層減衰型に粘性減衰を想定し、
減衰定数、 質量比および免震層位置をパラメータとして解
析を行う。
4.1.1 解析モデル
免震構造部の減衰型に粘性型を有する15質点系せん断型
モデルを対象とする。 免震層挿入位置、 入力地震動および
解析手法は2質点系と同様とする。
1)上・下部構造の構造特性(図5参照)
下部構造部の各層質量 mslをO .714(tos2/ cm)とし、 上部構
造部の各層質量msuは下部の総質量 'L.mslに対し、質量比と
して免震構造部を含めた上部の総質量 (mD+ 'L.msu) を与え、
上部各層と免震構造部の質量msu ，mDを均等とする。上・下
部の剛性 ksu ，ksl はともに1000 (t/ cm)とし、 減表は上・下部
構造部の1次固有周期それぞれに対し、臨界値の2% の剛性
比例型減衰を与える。
2)免震構造部の構造特性
層質量mDは上述。層水平剛性 kDは各質量比に対して
上部構造部のみの1次固有周期が、2質点系における上
部構造部の固有周期と同じになるように決定する。 ま
た、免震層の減衰定数hDは変動パラメータとして設定
する。
4.1.2 地震応答解析
3.1の2質点系解析の結果を踏まえて、各モデルに対し質
量比 μと減衰定数hDを変動させたときの 1 層および、免震
層の最大応答層間変位を図1 3、 図14 および 図15に示す。
1 層最大応答層間変位の 図から 8 層免震では質量比 μ が
1 .125もしくは1 .25で、10 層免震ではほぼ 0 .625で、 12 層
免震では 0.75 もしくは 0 .875で、最小値が得られる。 これら
は2質点系とほぼ同様の傾向を示しており、2質点系解析よ
り得られた有効な質量比および減衰定数 (表1) に対する応
答をみると、 応答は十分に低減されており、15 質点系モデ
ルにおいても有効な値であるといえるが、10 層免震モデル
においては多少異なる結果を示した。 また、 表 3 に
μ=1. 25JzD=44 %の2および15質点系モデル (8層免震) の
各応答値を示す。
表より、2および15質点系モデルの各応答値は非常に精
度良く表現されていることがわかる。 なお、 2 質点系の下部
に対応させた15質点系の 5層位置は下部構造部のみのl次
の等価高さに対応する高さになる。
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8層免震モデル表3
2 - 15質点系応答値比較(μ=1.25， hu{hO)=44% ) 
2質点系モデル 15質点系モデル
ー令ーμ=1.125 
司説-μ=1.375
25 
2 【 EO】ω一。
'n --:ιμ=1.0 】・ーμ=Ll25
一一 ベl-fトμ=1.25 ー品ーμ=1J75
ー掴ドμ=1.5
..... 
5 T.� ..... c/) 1.8 
o l'一一一
50 48 46 
免震層ho{%)
1層および免震層最大応答層間変位(8層免震 )
42 
20 40 50 48 46 44 
1層ho{%)
42 
..... ー μ=0.5
4令ーμ=0.75
司 I --:ιμ1.0 
40 
【EO】ω一。
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32 30 
免震層ho{%)
1層および免震層最大応答層間変位(10層免震)
24 
25 22 32 30 28 
1層hO{%)
24 
1.9 22 
ー・ーμ=0.5
4司令ーμ=0.75
4ιμ=1.0 
35 【εo】ω一口
図14
-8-μ=0.875 
ー
:j
-・ーμ=0.5
ー令ーμ=0.75
4ιμ=1.0 
2.5 
2.4 
28 26 22 24 
免震層ho{%)
1層および免震層最大応答層間変位(12層免震)
20 
25 18 
109 
28 26 
図15
24 
1層 ho{%)
20 
No. (12) 
造部の加速度応答に関しては、 免震効果による加速度の低
減は見られない。
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各層最大応答値
2 およ び 15 質点系の地震応答解析から得られた有効かっ
適切な質量比μ と減衰定数hDの組合せは各免震層位置に
明治大学
4.1 .3 
中間層免震構造の伝達関数
図18、 図19、 図 20 および図 21に中間層免震構造の周波
4.1.4 
数伝達関数を示す。
図18、 図19 より免震層の周波数伝達関数は加速度、 層間
変位ともに免震層位置が上層になるにつれてl次のピーク
が卓越し、 1次振動が優勢となる。
図 20 より免震層の直下層における加速度伝達関数は 2次
の ピークが卓越していることが見て 取れる。 また幅広い周
波数領域に渡り加速度値の増幅がみられるため、 免震層下
部の加速度 応答は高次振動に大きく依存することがわか
る。 図4のフーリエスペクトルとの対 比から、 免震層下部
の加速度が大きな 応答値を示すのはこのためと 考えられ
減衰定数hD=44 %
質量比μ =0 .875 減衰定数hD=26 % 
おいて 以下のようになった。
• 8 層免震 質量比μ =1.25
. 10 層免震
質量比μ=0. 875 減衰定数hD=22 % 
ただし、10 層免震では 2 質点系解析結果と15質点系解析結
果が異なる傾向を示していたが、 他の応答値 (免震層最大
変位、 応答加速度 ) も 考慮して 2 質点系解析結果を用いる
. 12 層免震
こととした。
図16、 図17 に上記の質量比と減衰定数を有する中間層
免震モデルの各層最大応答値を基礎免震、 非免震および下
る。
図 21より1 層の層間変位伝達関数は免震層位置が移動し
ても顕著な変化は見られない。
部構造部のみのモデルと 比較して示す。
どの層を免震しでも応答せん断力低減効果があり、 免震
層位置によっては基礎免震と同程度である。 また非免震モ
デルと 比較すると上部構造のみならず下部構造も含めた建
物 全体にわたって十分に低減されている。 しかし、 下部構
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4.2 上部構造部の減衰型が雇歴型の場合
2 質点系解析と同様に免震層の滅表型に履歴型を想定し、
ダンパー量α(ダンパーの降伏耐力 /全体重量 )、 質量比お
よび免震層位置をパラメータとして解析を行う。
4.2.1 解析モデル
免震構造部の減衰型に履歴型を有する15質点系せん断型
モデルを対象とする。 免震層位置、 入力地震動および解析
手法は2質点系と同様とする。
1)上・下部構造の構造特性 (図5参照)
下部構造部の各層質量 mslをO.刀 4(t・S2/cm)とし、 上部構
造部の各層質量msuは下部の総質量2'. mslに対し質量比とし
て免震構造部を含めた上部の総質量(mD+ 2'. msu)を与え、 上
部 構造部の各層と免震構造部の質量 msll，mD を均等とする。
上・下部構造部の剛性 ksu ，ks1 はともに1000 (t/cm)とし、 減
衰は免震層を除く上・下部構造部の 1 次固有周期それぞれ
に対し、 臨界値の2%の剛性 比例型減衰を与える。
2)免震構造部の構造特性
層質量mDは上述。 復元カ特性の設定方法は 2 質系解析と
同様とする。 (図11 参照 )
0.4 
O. 3 
0.2 
O. 1 
0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.07 
0.3 
O. 2 
O. 1 
8層免震 α 
0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.07 
12層免震 α 
4.2.2 地震応答解析
本解析は 15 層建物の 8，10，12 層免震を想定し、 各々に質
量比μ を 0.5-1.5、 0. 5-1.125、 。5-1.0 まで与え、 系全体の
1 次固有周期を3.0秒に設定する。 各モデルで、 ダンパー量
αを2.0-又0 % まで変動させた場合のベースシヤ係数CBを
図22 に示す。 何れの免震層位置においてもμが0.375 以上
であれば、 αが 3 �5%の範囲で応答が 比較的安定する傾
向にある。 この範囲を 以って15質点系のαの適正域とする。
4.2.3有効な質量比μとダンパー量αの算出
各層免震モデルでαを3 �5%としたとき、 各々に与え
られる質量比μを横軸に、 ベースシヤ係数CBをプロット
したものを図 23 に示す。 10 ，12 層免震では応答値を最小に
する1 組のμとαが存在する。 この組合せを有効かつ適
切なパラメータとし、その値とそのときの各応答値を表4に
示す。 8層免震では、 最小値を見出すには至っていないが他
αは0.04とする。
0.4 
0.3 
0.2 
O. 1 
0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.07 
10層免震 α 
ー・-μ=0.5
�ーμ=0.75
二仁μ=1.0
--bl-μ=1.25 
---μ=1.5 
一企=μ=0.625
�μ=0.875 
--*-μ= 1.125 
-xーμ=1.375
図22 ベースシヤ係数Cs
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5. まとめ
研究対象として、中間層免震構造の15層建物を取り上げ、
免震構造部のダンパーによる減衰 機構に粘性型と履歴型の
2 つを想定し、2質点系モデルと 15 質点系モデルにより地
震応答解析を行った。 その検討結果を各質点系モデル、 各
減衰 機構ごとに要約したものを 以下に示す。
- 上部構造部の減衰型が粘性型の場合一
-どの免震層位置モデルにおいても、 その質量比に対する応
答傾向は 2 質点系モデルにより近似的に把握することがで
き、 有効な質量比および減衰定数の誘導が可能であること
が示された。
-変位応答は、 どの免震層位置モデルにおいても、 上部構造
部のみならず建物全体にわたって応答を低減し、 その耐震
性能は有効な質量比および減衰定数を有する場合、 基礎免
震構造とほぼ同程度といえる。 このことは、 中間層免震構
造において、 中間層免震 部分で効率良く地震 入力エネル
ギーが吸収できていることを示している。
-加速度応答は下部構造部においては、 非免震モデルの応答
値に対して免震効果に よる加速度の低減は見られなかっ
た。 図20 の周波数伝達関数と 図4 のフーリエスペクトルで
確認できる様に、 下 部構造部の加速度応答は2次以降の高
次振動領域の影響が大きいためと考えられる。
一上部構造部減衰系に履歴型減衰を想定一
以下に15 質点系解析より得られたαの適性域を2質点
系解析より得られたαの適性域とともに示す。
免震層
α適正域 α適正域
(2質点系解析) (15質点系解析)
8層免震 0.035 """ 0.05 0.03 '" 0.05 
10 層免震 0.025 """ 0.04 0.03 '" 0.05 
12層免震 0.02 -0.04 0.03 '" 0.05 
. 15質点系解析より得られたαの適性域は、2質点系解析
に より概ね表現できている。 当該中間層免震モデルにおい
ては、 本手法を用いた 2 質点系解析を行うことにより、 そ
の α に対する応答傾向、 また α 適性域の誘導に有効であ
ることが確認できる。
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-粘性型と同様、 履歴型でも下部構造部では免震効果による
加速度応答の低減は期待できない。
-中間層免震構造は、 有効かつ適切な構造パラメーターを採
用することにより、 耐震建物として非常に有効な構造とな
り得ることが確認できた。 しかし、 中間層免震構造の採用
に当たっては、 下 部構造部の加速度応答に対して十分な対
策が必要である。
本論文は日本建築学会大会 (2000 年東北) に投稿した論
文10)，11)を加筆修正したものである。
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